
 

 

能代市公告第８５号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第１項及び能代市財政報告

書の作成及び公表に関する条例（平成１８年能代市条例第３９号。以下「条例」とい

う。）第２条の規定に基づき、能代市の財政状況を別紙のとおり公表する。 

 なお、条例第４条第２項の規定に基づき、公表の日から６か月間、能代市総務部財

政課において閲覧に供する。 

 

 

  令和３年１１月４日 

 

                      能代市長  齊 藤 滋 宣    

 



別紙

《能代市の財政状況》 （令和３年９月３０日現在）

【一般会計】

令和３年度予算額 ３０３億　　５００万円

令和２年度からの繰越額 １１億６，２６９万円

合　計 ３１４億６，７６９万円

＜歳入＞

収入済額 １３８億４，８６０万円

収 入 率 ４４．０％ （対前年同期比較　９．８ポイント減）

○歳入予算と収入率 （単位：万円）

前年同期 前年同期

令和３年度 令和２年度 合　　計 令和３年度 令和２年度 合　　計 収入率 収入率 比　較

からの繰越額 からの繰越額 (％) (％) (ポイント)

市 税 705,956 705,956 383,980 383,980 54.4 54.6 △0.2

地 方 交 付 税 814,457 814,457 555,640 555,640 68.2 66.5 1.7

国 庫 支 出 金 435,646 52,107 487,753 151,538 13,052 164,590 33.7 59.6 △25.9

県 支 出 金 236,731 2,713 239,444 51,672 2,713 54,385 22.7 17.3 5.4

市 債 249,130 52,100 301,230 0.0 0.0 0.0

そ の 他 588,580 9,349 597,929 217,224 9,041 226,265 37.8 64.4 △26.6

合 計 3,030,500 116,269 3,146,769 1,360,054 24,806 1,384,860 44.0 53.8 △9.8
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　令和３年度の一般会計歳入予算総額は３１４億６，７６９万円で、うち令和２年度から繰り越したのは１１億６，２
６９万円です。収入済み額は１３８億４，８６０万円です。
　令和３年度の市税は収入率が５４．４%となっております。市債、県支出金の収入率が低いのは、出納整理期間中の収
入が多いことによるものです。

歳　入　科　目

収　　　入　　　済　　　額予　　　　　算　　　　　額
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市 税

地方交付税

国庫支出金
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市 債

そ の 他

億円

歳入予算と収入率
令和３年度予算額＋令和２年度からの繰越額
収入済額（【 】内の数値は収入率）

81億4,457万円

(5億2,107万円)

23億9,444万円

30億1,230万円

59億7,929万円

70億5,956万円

55億5,640万円

16億4,590万円

5億4,385万円

【0.0%】

【37.8%】

【68.2%】

【33.7%】

【22.7%】

0万円

22億6,265万円

(5億2,100万円)

(9,349万円)

※ （ ）内は２年度からの繰越額

(2,713万円)

48億7,753万円

38億3,980万円【54.4%】



＜歳出＞

執行（支出）済額 １２７億６７０万円

執行（支出）率 ４０．４％ （対前年同期比較　６．４ポイント減）

○歳出予算と執行（支出）率 （単位：万円）

前年同期 前年同期

令和３年度 令和２年度 合　　計 令和３年度 令和２年度 合　　計 執行率 比較

からの繰越額 からの繰越額 (％) (ポイント)

総 務 費 343,459 645 344,104 109,716 141 109,857 31.9 74.9 △43.0

民 生 費 1,043,631 1,043,631 394,599 394,599 37.8 36.7 1.1

衛 生 費 248,127 24,437 272,564 84,715 10,838 95,553 35.1 35.0 0.1

土 木 費 351,960 26,219 378,179 141,606 11,598 153,204 40.5 44.6 △4.1

消 防 費 121,061 121,061 58,287 58,287 48.1 47.4 0.7

教 育 費 248,848 41,120 289,968 104,171 22,138 126,309 43.6 29.9 13.7

公 債 費 349,702 349,702 170,866 170,866 48.9 49.6 △0.7

そ の 他 323,712 23,848 347,560 156,981 5,014 161,995 46.6 42.8 3.8

合 計 3,030,500 116,269 3,146,769 1,220,941 49,729 1,270,670 40.4 46.8 △6.4

予　　　　　算　　　　　額 執　行　（支　出）　済　額

歳　出　科　目
執行率
（％）

　令和３年度の一般会計歳出予算総額は３１４億６，７６９万円で、うち令和２年度から繰り越したのは１１億６，２
６９万円です。執行済み額は１２７億６７０万円で、予算額の４０．４％を執行しています。
　令和２年度から繰越した主なものは、新型コロナウイルスワクチン接種対策事業費２億４，４３７万円、道路交付金
事業費１億７，６０６万円、小学校管理費１億７，６０３万円等です。
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総務費

民生費

衛生費

土木費

消防費

教育費

公債費

その他

億円

歳出予算と執行（支出）率
令和３年度予算額＋令和２年度からの繰越額

執行済額（【 】内の数値は執行率）

※ （ ）内は２年度からの繰越額

34億4,104万円

104億3,631万円

27億2,564万円

37億8,179万円

12億1,061万円

28億9,968万円

34億9,702万円

34億7,560万円

39億4,599万円

9億5,553万円

15億3,204万円

5億8,287万円

12億6,309万円

17億866万円

16億1,995万円

【37.8%】

【35.1%】

【40.5%】

【48.1%】

【43.6%】

【48.9%】

【46.6%】

(4億1,120万円）

(2億6,219万円）

10億9,857万円【31.9%】

(645万円）

(2億3,848万円）

(2億4,437万円）



＜歳入予算の割合＞

（単位：万円、％）

予算額 構成比

705,956 23.3

191,895 6.4

64,036 2.1

自 主 分 担 金 及 び 負 担 金 6,952 0.2

使 用 料 及 び 手 数 料 35,852 1.2

財 源 財 産 収 入 2,451 0.1

寄 附 金 28,823 0.9

繰 越 金 89,967 3.0

1,125,932 37.2

814,457 26.9

435,646 14.4

236,731 7.8

249,130 8.2

地 方 譲 与 税 29,900 1.0

依 存 利 子 割 交 付 金 300 0.0

配 当 割 交 付 金 900 0.0

株式等譲渡所得割交付金 900 0.0

法 人 事 業 税 交 付 金 5,400 0.2

財 源 地 方 消 費 税 交 付 金 119,500 3.9

環 境 性 能 割 交 付 金 1,400 0.1

地 方 特 例 交 付 金 9,704 0.3

交通安全対策特別交付金 600 0.0

1,904,568 62.8

3,030,500 100.0

＜歳出予算の割合＞

（単位：万円、％）

予算額 構成比

421,661 13.9

578,219 19.1

349,702 11.5

1,349,582 44.5

244,833 8.1

1,320 0.0

246,153 8.1

424,134 14.0

51,889 1.6

529,184 17.5

82,107 2.7

7,926 0.3

46,936 1.6

292,589 9.7

3,030,500 100.0

　※歳入・歳出とも繰越額を除いています。

その他

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

　前年同期と比較して、自主財源の比率が８．０ポイント増加し
ています。
　主な要因としては、市税が約１０億４千万円増加したことや、
依存財源である国庫支出金の約６０億１千万円の減少により自主
財源の比率が相対的に上がったことが挙げられます。
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普 通 建 設 事 業 費

人 件 費

項　　　　　　　　　　目

小　　　　　　　　　　計

合　　　　　　　　　　計

扶 助 費

項　　　　　　　　　　目

その他

市 税

繰 入 金

諸 収 入

　前年同期と比較して、義務的経費では、公債費が約１億２千万
円、人件費が約７千万増加し、扶助費が約４千万円減少していま
す。
　また、特別定額給付金給付事業費の皆減等により補助費等が約
５４億３千万円減少しており、義務的経費の比率が相対的に上が
っています。
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＜市税＞

（単位：万円、％）

予 算 額 収 入 済 額 収 入 率 市民１人当たり・１世帯当たりの納税額

229,337 98,122 42.8 （令和３年９月３０日）

個 人 市 民 税 193,278 71,734 37.1 　　　　人口 50,598 人

法 人 市 民 税 36,059 26,388 73.2 　　　　世帯 24,200 世帯

417,529 245,404 58.8 税　　　目

18,290 17,873 97.7 市　民　税 19,392 円 40,546 円

40,700 22,525 55.3 固定資産税 48,501 円 101,407 円

0 0 0.0 軽自動車税 3,532 円 7,386 円

100 56 56.0 市たばこ税 4,452 円 9,308 円

705,956 383,980 54.4

P

　※入湯税は桁が違いすぎてグラフで表せないことから割愛

税 目

１人当たり １世帯当たり

　市税の各税目の収入済額を前年同期と比較すると、固定資産税が５億２，３８９万円、市たばこ税
が１，８８８万円、法人市民税が１，７５５万円、軽自動車税が３２２万円、入湯税が２７万円それ
ぞれ増加し、個人市民税が１，３６９万円減少しています。
　１人当たりの納税額を前年同期と比較すると、固定資産税が１万１，０６６円、市たばこ税が４４
９円、市民税が４３６円、軽自動車税が１２８円それぞれ増加しています。また、１世帯当たりの納
税額については、固定資産税が２万１，９５４円、市たばこ税が８１３円、市民税が３１４円、軽自
動車税が１６１円それぞれ増加しています。

合 計

市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

鉱 産 税

入 湯 税
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予算額

収入済額（【 】内の数値は収納率）

個人市民税

固定資産税

億円

軽自動車税

市たばこ税

3億6,059万円

41億7,529万円

1億8,290万円

4億700万円

市税 予算と収納率

2億6,388万円

24億5,404万円

【55.3%】

【73.2%】

【58.8%】

1億7,873万円

2億2,525万円

【97.7%】

法人市民税

7億1,734万円

19億3,278万円

【37.1%】



＜市債＞

令和３年度末市債現在高見込（予算ベース） 市債残高状況（予算ベース）

（単位：万円、％） （単位：万円、％）

市 債 残 高 構 成 比 年 度 市 債 残 高 前 年 比 較 前 年 比

普 通 債 土 木 378,477 12.0 平成28年度末 3,274,846 112,007 103.5

農 林 水 産 187,575 6.0 平成29年度末 3,371,178 96,332 102.9

教 育 527,328 16.8 平成30年度末 3,364,603 △6,575 98.0

住 宅 212,511 6.8 令和元年度末 3,303,851 △60,752 98.2

商 工 16,051 0.5 令和2年度末 3,230,335 △73,516 97.8

そ の 他 733,700 23.3 令和3年度末 3,143,836 △86,499 97.3

2,055,642 65.4

災害復旧債 土 木 2,796 0.1

農 林 水 産 511 0.0

教 育

3,307 0.1

そ の 他 減 税 補 て ん 債 6,032 0.2

減 収 補 て ん 債 8,218 0.3

臨時財政対策債 1,070,637 34.0

1,084,887 34.5

3,143,836 100.0
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＜一時借入金＞ 借入限度額 ２０億円

借入現在高 　　０円

合 計

区 分

　市債の残高は前年度末と比較して、８億６，４９９万円（２．７％）減少しています。主な要因としては、道
の駅ふたつい整備事業債（平成２８年度借入分）の元金償還の開始が挙げられます。

令和３年度末 市債現在高見込（予算ベース）

12.0%

37億8,477万円

普通債（住宅債）6.8%

21億2,511万円

18億7,575万円

災害復旧債 0.1%

3,307万円

臨時財政対策債 34.0%

普通債（商工＋その他）23.8%

74億9,751万円

300 310 320 330 340

平成28年度末
平成29年度末
平成30年度末
令和元年度末
令和2年度末
令和3年度末

億円

普通債 65.4%

普通債（教育債） 16.8%

52億7,328万円

普通債（土木債）

普通債（農林水産債）6.0%

107億637万円

減収補てん債 0.3%

8,218万円

0.2%

6,032万円

減税補てん債



 

 

能代市の管理する財産（令和３年度末見込） 

 

土  地  １，８６５ヘクタール 

建  物  ２９万平方メートル 

立  木  １０年生以上 ６６万立方メートル 

車  両  １９８台 

出 資 金  ３億４，２１２万円 

有価証券  ４，６０８株 

基  金   ８５億３７６万円 

（内 訳）  財政調整基金                 ４０億９，３１２万円 

減債基金                           １９億５，２２８万円 

公共施設解体基金             ２，３０４万円 

            きみまち恋文基金                ４６万円 

地域振興基金             ９億  ３９５万円 

ふるさと納税基金           ３億４，７８２万円 

            福祉基金                     ２億２，９５８万円 

            災害救助基金                     １，５９７万円 

      森林環境譲与税基金            ４，０９９万円 

港湾利活用地域振興基金          ４，１７０万円 

奨学基金               ２億１，７５０万円 

      ふるさと人材育成・定住促進奨学基金    ７，８４４万円 

ふるさと創生基金               ５億１，８９１万円 

      土地開発基金               ４，０００万円 



【特別会計】

令和３年度予算額 １４６億１，４０６万円

令和２年度からの繰越額

合　計 １４６億１，４０６万円

○特別会計予算と収入済額・執行（支出）済額 （単位：万円）

特　別　会　計　名 収入済額 収入率 執行率

(％) (％)

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 4,402 0 4,402 829 18.8 1,332 30.3

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 1,546 0 1,546 173 11.2 713 46.1

浄 化 槽 整 備 事 業 特 別 会 計 21,878 0 21,878 4,272 19.5 8,004 36.6

浅 内 財 産 区 特 別 会 計 369 0 369 392 106.2 112 30.4

常 盤 財 産 区 特 別 会 計 420 0 420 2,920 695.2 68 16.2

鶴 形 財 産 区 特 別 会 計 195 0 195 195 100.0 36 18.5

檜 山 財 産 区 特 別 会 計 228 0 228 299 131.1 41 18.0

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 544,227 0 544,227 250,809 46.1 215,753 39.6

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 73,073 0 73,073 22,944 31.4 21,275 29.1

介 護 保 険 特 別 会 計 815,068 0 815,068 341,885 41.9 331,172 40.6

合 計 1,461,406 0 1,461,406 624,718 42.7 578,506 39.6

　※端数処理により、合計、内訳、率が一致しないことがあります。

チェック

　特定事業の経費や収入を取り扱う会計を特別会計といいます。現在、市には１０の特別会計があり、１０会計の予算額
の合計は以下のとおりとなります。

 執行(支出)
済額

令和３年度
令和２年度か
らの繰越額

合　　計

予　　算　　額


